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相模原市次期総合計画策定支援業務委託 仕様書 
 

第１条 適用範囲 

本仕様書は、相模原市（以下、「発注者」という。）が実施する「相模原市次期総合計画

策定支援業務委託」（以下、「本業務」という。）に適用する。 

第２条 業務の目的 

本業務は、相模原市次期総合計画の策定に向け、必要な調査・分析を行うことを目的と

する。 

第３条 履行期間 

 契約締結日から令和８年３月３１日（火）まで 

 ただし、業務の内容ごとに成果品の提出を行うものとする。 

第４条 受託事業者の責務 

（１）受託事業者（以下、「受注者」という。）は、本業務を適正かつ円滑に実施するた

め、本業務の目的等を十分に理解し、業務を実施するものとする。また、本仕様書

や、相模原市次期総合計画策定支援業務委託に係る公募型プロポーザル実施要領のほ

か、関係法令及び適用基準等を遵守する。 

（２）本業務に関連し発注者が進捗などの調査又は報告を求めた場合、速やかにこれに対

応すること。 

（３）本業務の全てを再委託してはならない。また、一部を再委託する場合は、予め発注

者の承認を得ること。 

（４）本業務上知り得た情報は、漏らしてはならない。 

第５条 業務の内容 

 本業務の内容は以下のとおりとする。以下の業務内容以外に、必要な調査事項及びその

手法、検討すべき内容等があれば、技術提案として提案しても構わない。提案内容の実施

に係る費用については見積書の金額に含めること。 

（１）基礎調査（成果品の提出：令和８年３月まで） 

ア 社会経済動向の分析 

  人口動態をはじめ、本市を取り巻く全国的な社会経済環境の動向と今後の見通しを

検討・整理すること。 

イ 現総合計画の現状と課題の整理 

  現行計画である「未来へつなぐ さがみはらプラン～相模原市総合計画～」におけ

る施策分野別の現状と課題を踏まえ、全国的な傾向と比較を行うなど、今後対応すべ

き課題を整理・分析すること。 

ウ ア及びイを踏まえ、次期総合計画の策定に当たり対応すべき課題を整理・分析する

こと。 

（２）基礎フレーム調査（成果品の提出：令和８年３月まで） 

 ア 基礎フレームの推計 

   市が実施する人口推計を基に、概ね１０年の産業フレーム、土地利用フレームの将

来推計を行うこと。また、各フレームの推計に当たり収集・分析された事項から市財

政への影響を与える事項を定性的に考察すること。なお、財政フレームは市が作成す

る。 

 イ 課題の分析 

   アを踏まえ、推計から分かる課題を整理し、今後対応すべき課題を整理すること。 

 ※調査区域は市全体、各区、旧４町地域とし、世帯数については、まちづくり区域（２
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２地区）別のものを合わせて作成する。 

（３）自治体における総合計画の情報収集・分析（成果品の提出：令和７年１０月まで） 

 ア 総合計画の情報収集 

   他の指定都市及び他自治体の総合計画について、以下の情報収集・分析を行うこ

と。 

  ・策定方針 

・計画の構成・計画期間 

・掲載内容の構成 

・計画策定の検討体制・市民参加の取組内容 

・その他、上記以外の提案 

（４）その他の提案 

（１）～（３）以外で技術提案がある場合は、その他の提案であることがわかるよう

に提案すること。 

第６条 打合せ 

本業務を適正かつ円滑に実施するため、受注者は、発注者と綿密な連携を図り、適宜業

務内容について打合せ（オンラインでも可）を行うものとする。 

なお、打合せは、５回程度とし、必要に応じて追加する。 

第７条 成果品の提出先 

成果品の提出先は、相模原市市長公室政策部政策課とする。 

第８条 納品 

（１）成果物は、紙ベースの報告書各５部及び電子データで納品すること。 

（２）第５条に掲げる業務について、（１）、（２）は令和８年３月までとし、（３）は令和

７年１０月までにそれぞれ納品すること。 

（３）業務が完了した際は、契約期間内に、発注者の検収を受けること。 

（４）受注者から引渡しを受けた成果品に係る著作権（著作権法第２７条及び２８条に規

定する権利を含む。以下同じ。）は、発注者に帰属するものとする。ただし、受注者が

権利を有する著作で、あらかじめ受注者が明らかにするものを除く。 

（５）納入される成果品について、第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物等」

という。）が含まれている場合には、受注者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用

の負担及び使用許諾契約等に関わる一切の手続を行うこととする。また、受注者の責

に帰する事由により著作権関係の紛争が生じた場合は、受注者の責任において処理す

るものとする。 

第９条 補則 

 本仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協議するこ

と。 

 

以上 

 


